
資料１ 
2020年 11 月 2０日 
日本原燃株式会社 

設工認作成要領について 

・資料１－１：分割申請時の設工認申請書作成方針について（分割申請で明確に

すべき事項） 

・資料１－２：設工認作成要領（仕様表の記載）について

・設工認作成要領

・再処理施設および廃棄物管理施設の適合性確認について
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分割申請時の設⼯認申請書作成⽅針について
（分割申請で明確にすべき事項）

資料１−１

DB SA
1 別紙 ⼀ 名称及び住所並びに代表者の⽒名 都度記載 －
2 ニ 変更に係る事業所の名称及び所在地 都度記載 －
3 三  変更に係る再処理施設の区分並びに設計及び⼯事の⽅法
4 別添Ⅰ 施設共通
5 Ⅰ-1 基本設計⽅針
6 第１章 共通項⽬
7 1 核燃料物質の臨界防⽌ 4 ー
8 2 地盤 5 32
9 3 ⾃然現象

10 3.1 地震による損傷の防⽌ 6 33
11 3.2 津波による損傷の防⽌ 7 34
12 3.3 外部からの衝撃による損傷の防⽌ 8 36
13 4 閉じ込めの機能
14 4.1 閉じ込め 10 ー
15 4.2 放射性廃棄物による汚染の防⽌ 26 ー
16 5 ⽕災等による損傷の防⽌ 11 35
17 6 再処理施設内における溢⽔による損傷の防⽌ 12 36
18 7 再処理施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防⽌ 13 36
19 8 遮蔽 27 ー
20 9 設備に対する要求事項
21 9.1 安全機能を有する施設、安全上重要な施設及び重⼤事故等対処設備 15, 16 36, 38~45
22 9.2 材料及び構造 17 37
23 9.3 搬送設備 18 ー
24 10 その他
25 10.1 再処理施設への⼈の不法な侵⼊等の防⽌ 9 ー
26 10.2 安全避難通路等 14 ー
27 第２章 個別項⽬
28 1 使⽤済燃料の受⼊れ施設及び貯蔵施設
30 2 再処理設備本体
31 2.1 せん断処理施設
32 　2.1.1 せん断処理施設の基本設計⽅針 － ー
33 2.2 溶解施設
34 　2.2.1 溶解施設の基本設計⽅針 － 38
35 2.3 分離施設
36 　2.3.1 分離施設の基本設計⽅針 － ー
37 2.4 精製施設
38 　2.4.1 精製施設の基本設計⽅針 － 38〜41
39 2.5 脱硝施設
40 　2.5.1 脱硝施設の基本設計⽅針 － ー
41 2.6 酸及び溶媒の回収施設
42 　2.6.1 酸及び溶媒の回収施設の基本設計⽅針 － ー
43 3 製品貯蔵施設
44 3.1 製品貯蔵施設の基本設計⽅針 19 ー
45 4 計測制御系統施設
46 4.1 計測制御系統施設の基本設計⽅針 20, 22, 23 47, 48
47 5 放射性廃棄物の廃棄施設
48 5.1 放射性廃棄物の廃棄施設の基本設計⽅針 24, 25, 28 38〜41
49 6 放射線管理施設
50 6.1 放射線管理施設の基本設計⽅針 21 49
51 7 その他再処理設備の附属施設
52 7.1 電気設備の基本設計⽅針 29 46
53 7.2 圧縮空気設備の基本設計⽅針 － 38,40
54 7.3 給⽔処理設備の基本設計⽅針 － 45
55 7.4 冷却⽔設備の基本設計⽅針 － 39
56 7.5 蒸気供給設備の基本設計⽅針 － －
57 7.6 分析設備の基本設計⽅針 － －
58 7.7 化学薬品貯蔵供給設備の基本設計⽅針 － －
59 7.8 ⽕災防護設備の基本設計⽅針 11 35
60 7.9 ⻯巻防護対策設備の基本設計⽅針 8 －
61 7.10 溢⽔防護設備の基本設計⽅針 12 36
62 7.11 化学薬品防護設備の基本設計⽅針 13 36
63 7.12 補機駆動⽤燃料補給設備の基本設計⽅針 － 46
64 7.13 放出抑制設備の基本設計⽅針 － 44
65 7.14 緊急時対策所の基本設計⽅針 30 50
66 7.15 通信連絡設備の基本設計⽅針 30,31 50,51

67 表１　主要設備リスト 当該回次で申請する設備のみをリスト化
し、申請回次毎に添付 －

68 表２　兼⽤設備リスト
当該回次で申請する設備のうち、兼⽤
設備のみをリスト化し、申請回次毎に添
付

－

69 Ⅰ-2 ⼯事の⽅法（⼯事フロー図を含む） 施設全体に係る事項のため、初回申請
で全て記載

３．進め⽅の基本事項
（１）初回の設⼯認申請において⽇本
原燃が提⽰すべき主要な事項
◯既設の設備機器等に係る健全性の
評価等も含めた使⽤前事業者検査の
実施⽅針を提⽰すること。

－
（事業者検査課の⾯談にて調整中）

－

70 別添Ⅱ イ 使⽤済燃料の受⼊れ施設及び貯蔵施設 －

71 ロ 再処理設備本体

72 〇.〇　溶解施設

73 〇.〇.〇　溶解設備 －

74 a. 設計条件及び仕様

75 ・仕様表

76 b. 準拠規格及び基準

77 〇.〇.〇　××設備 －

78 ︓

79 ハ 製品貯蔵施設

80 ニ 計測制御系統施設

81 ホ 放射性廃棄物の廃棄施設

82 ヘ 放射線管理施設

83 ト その他再処理設備の附属施設

84 四 ⼯事⼯程表 添付ー２

85 別添Ⅲ ⼯事⼯程表

86 五 設計及び⼯事に係る品質マネジメントシステム

87 別添Ⅳ　　設計及び⼯事に係る品質マネジメントシステム

88 六 変更の理由 都度記載 －

89 七 分割の理由 添付ー３

90 分割申請計画

３．進め⽅の基本事項
（１）初回の設⼯認申請において⽇本
原燃が提⽰すべき主要な事項
◯設⼯認申請、⼯事及び使⽤前事業
者検査について、以下の点を含む全体
計画を提⽰すること。
・設⼯認申請については、分割申請数、
申請予定時期。
・使⽤前事業者検査については、核燃
料物質等を⽤いる試験等の実施⽅針を
踏まえた全体⼯程と各⼯程での検査事
項。

３．進め⽅の基本事項
（１）初回の設⼯認申請において⽇本
原燃が提⽰すべき主要な事項
◯設⼯認申請、⼯事及び使⽤前事業
者検査について、以下の点を含む全体
計画を提⽰すること。
・設⼯認申請については、分割申請数、
申請予定時期。

（項⽬のみ）

・申請する設備のみを申請回次毎に添
付（仕様表、準拠規格及び基準）

・F施設（１項）と本体施設（２項）
とで共⽤するSA設備については、既に供
⽤中であるF施設を設備登録側とする。

・新規制基準を踏まえた構成に⾒直すこ
とから、本⽂記載事項に対しては、要求
事項変更あり以外の記載適正化（審
査対象外設備）についても、⼀式申請
書類として取り纏め提出したい。

・準拠規格及び基準については、設備区
分単位で整理する⽅針としていたが、発
電炉⼯認と同様に施設区分単位で整
理する⽅針としたい（その他再処理施設
の附属施設のみ、電気設備などの設備
区分で整理）

施設全体に係る事項のため、初回申請
で全て記載

施設全体に係る事項のため、初回申請
で全て記載（施設区分単位）

分割の理由を明記するとともに、施設区
分毎に分割申請数と申請予定時期を
記載した表を申請回次毎に添付

・分割申請計画の記載⽅法について確
認したい。

・施設全体の計画を⽰すにあたり、記載
事項（計画等）に変更が⽣じた場合は
全て変更申請が必要か。

・施設区分単位で⼯程表を⽰す考えで
あるが、申請回次毎に⼯程表の区分け
は必要か。

－

３．進め⽅の基本事項
（１）初回の設⼯認申請において⽇本
原燃が提⽰すべき主要な事項
◯設⼯認申請に係る全般的な品質管
理⽅針を提⽰すること。

再処理施設に関する設⼯認本⽂・添付書類構成の例

再処理施設設⼯認（新基準⾒直し案）のイメージ 技術基準との対応

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

本
⽂

本
⽂

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

添付

添付－１

ー

ー

分割申請時の申請書形態の考え⽅

・共通項⽬については、施設全体に係る
事項のため、申請設備に係わらず、初回
申請にて全て（DB/SA問わず）添付

なお、当該申請回次に該当する⽅針部
分に下線表記することで申請範囲を識
別した書類を、添付書類「基本設計⽅
針における当該申請に係る部分の⼯事
の計画の概要」として添付する

・個別項⽬については、申請設備に関係
ある項⽬のみを申請回次毎に添付

なお、当該申請回次に該当する⽅針部
分への下線表記は共通項⽬と同様

確認事項
<濃縮関連項⽬を下線に⽰す>

・左記に⽰す分割申請時の記載形式に
ついて確認したい。

・F施設（１項）と本体施設（２項）
は同じ再処理施設であるため、共通項
⽬についてはF・本体を網羅する形で記
載したい。（本体・Fそれぞれの該当項
⽬は左記に⽰す下線表記により識別可
能）

・上記に伴い、Fと本体とで同じ書類を添
付する場合は、Fまたは本体のいずれか
⼀⽅に現物を添付し、⼀⽅は呼び込む
形式としたい。（他書類も同様）

－
(上記に含む)

令和2年6⽉24⽇原⼦⼒規制委員会
資料３【再処理施設】

全て初回で申請

例として、申請設備を「溶解槽」
とした場合、当該申請設備を登
録している「2.2.1 溶解施設の
基本設計⽅針」のみを添付対
象とする。

例として、申請設備を「溶解槽」
とした場合、当該申請設備を登
録している「溶解設備」として、
溶解槽に関する仕様表と準拠
規格及び基準を添付対象とす
る。

1
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DB SA

再処理施設に関する設⼯認本⽂・添付書類構成の例

再処理施設設⼯認（新基準⾒直し案）のイメージ 技術基準との対応 添付分割申請時の申請書形態の考え⽅ 確認事項
<濃縮関連項⽬を下線に⽰す>

令和2年6⽉24⽇原⼦⼒規制委員会
資料３【再処理施設】

91 （１）基本設計⽅針における当該申請に係る部分の⼯事の計画の概要 ー ー
本⽂における基本設計⽅針について、当
該申請回次に該当する箇所に下線表
記したものを添付

・下線表記は今回申請回次部分を対
象とする。
・準拠法令については、本⽂においても
申請設備に該当するもののみを添付する
ため、本書類への添付は不要とする。

添付－１

92 （２）再処理施設の事業変更許可申請書との整合性に関する説明書 ー ー

・当該回次で申請する設備の本⽂記載
事項（基本設計⽅針及び仕様表）に
対する整合性を添付。
・後次回の申請対象部分に関しては、
後次回申請にて説明する旨を明記。

－

93 （３）設計及び⼯事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 ー ー

全体⽅針部分については施設全体に係
る事項のため、初回申請で全て記載。
施設ごとの実績⼜は計画については、当
該回次における申請対象設備を対象に
申請回次毎に添付

３．進め⽅の基本事項
（１）初回の設⼯認申請において⽇本
原燃が提⽰すべき主要な事項
◯設⼯認申請に係る全般的な品質管
理⽅針を提⽰すること。

－

94 （４）技術基準への適合性に関する説明書

95 設⼯認申請対象設備の技術基準への適合性に係る整理 ー ー

申請対象設備を明確化したうえで、技
術基準との関連付け、既認可事項新規
申請事項との区別を⾏ったリストを添付

３．進め⽅の基本事項
（１）初回の設⼯認申請において⽇本
原燃が提⽰すべき主要な事項
◯設⼯認申請対象施設を明確化するこ
と。その際、事業変更許可申請内容及
び技術基準との関連付け、また、既認可
事項と新規申請事項との区別をするこ
と。

施設全体の申請対象設備を網羅したリ
ストを添付するが、初回申請においては
事業変更許可申請書に記載の設備
ベースとし、当該申請回次の設備につい
てのみ設⼯認本⽂との設備名称を整合
その他設備の詳細化は後次回にて順次
拡充

添付ー４

96 添付Ⅰ 核燃料物質の臨界防⽌に関する説明書 4 42
97 添付Ⅱ 放射線による被ばくの防⽌に関する説明書 27 48,50
98 添付Ⅲ ⽕災及び爆発の防⽌に関する説明書 11 35
99 添付Ⅳ 主要な再処理施設の耐震性に関する説明書 5, 6 32, 33

103 添付Ⅴ 強度及び耐⾷性に関する説明書 17 37
104 添付Ⅵ その他の説明書
105 Ⅵ-1　説明書
106 Ⅵ-1-1　各施設に共通の説明書
107 　　Ⅵ-1-1-1　再処理施設の⾃然現象等による損傷の防⽌に関する説明書
108 　　　　Ⅵ-1-1-1-1　再処理施設に対する⾃然現象等による損傷の防⽌に関する説明書
109 　　　　Ⅵ-1-1-1-2　⻯巻への配慮に関する説明書
110 　　　　Ⅵ-1-1-1-3　⽕⼭への配慮に関する説明書
111 　　　　Ⅵ-1-1-1-4　外部⽕災への配慮に関する説明書
112 　　　　Ⅵ-1-1-1-5　航空機に対する防護設計に関する説明書
113 　　　　Ⅵ-1-1-1-6　計算機プログラム（解析コード）の概要
114 　　Ⅵ-1-1-2　再処理施設の閉じ込めの機能に関する説明書

115 　　　　Ⅵ-1-1-2-1　放射性廃棄物の漏えいの拡⼤防⽌能⼒及び施設外への漏えい防⽌能⼒についての計算書 10,24,26,2
8 -

117 　　　　Ⅵ-1-1-2-2　放射性物質の散逸防⽌に関する説明書 10 -
118 　　　　Ⅵ-1-1-2-3　逆流防⽌に関する設計の基本⽅針 10,28

119 　　Ⅵ-1-1-3　設備別記載事項の設定根拠に関する説明書 10, 19, 24,
25, 28

38〜42
44, 45

120 　　　別添１ 技術基準要求機器リスト
121 　　　別添２ 設定根拠に関する説明書（別添）
122 　　Ⅵ-1-1-4　安全機能を有する施設及び重⼤事故等対処設備が使⽤される条件の下における健全性に関する説明書 15, 16 36
126 　　Ⅵ-1-1-5　再処理施設への⼈の不法な侵⼊等の防⽌に関する説明書 9 ー
127 　　Ⅵ-1-1-6　再処理施設内における溢⽔による損傷の防⽌に関する説明書 12 ー
128 　　Ⅵ-1-1-7　再処理施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防⽌に関する説明書 13 ー
129 　　Ⅵ-1-1-8　再処理施設の内部⾶散物による損傷防⽌に関する説明書 16 ー
130 　　Ⅵ-1-1-9　通信連絡設備に関する説明書 31 51
131 　　Ⅵ-1-1-10　安全避難通路に関する説明書 14 ー
132 　　Ⅵ-1-1-11　照明設備に関する説明書 14 ー
133 　　Ⅵ-1-1-12　使⽤済燃料等の破損の防⽌に関する説明書 18,19 -
134 　　Ⅵ-1-1-13　放射性物質の濃度及び線量に関する説明書 24 -
135 Ⅵ-1-2　計測制御系統施設に関する説明書

136 　　Ⅵ-1-2-1　計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書 20, 22, 23 47, 48

137 　　Ⅵ-1-2-2　使⽤済燃料貯蔵槽の温度，⽔位及び漏えいを監視する装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書 19, 20, 22,
23 47, 48

138 　Ⅵ-1-2-3　再処理施設への故意による⼤型航空機の衝突その他のテロリズムが発⽣した場合の情報把握に関する説明書 － 47

139 Ⅵ-1-3　制御室及び緊急時対策所に関する説明書
140 　　Ⅵ-1-3-1　制御室及び緊急時対策所の機能に関する説明書 23, 30 48, 50
141 　　Ⅵ-1-3-2　制御室及び緊急時対策所の居住性に関する説明書 23, 30 48, 50
142 Ⅵ-1-4　放射線管理施設に関する説明書
143 　　Ⅵ-1-4-1　放射線管理⽤計測装置の構成に関する説明書並びに計測範囲及び警報動作範囲に関する説明書 21 49
144 Ⅵ-1-5　その他再処理設備の附属施設に関する説明書
145 　　Ⅵ-1-5-1　電気設備に関する説明書
146 　　　　Ⅵ-1-5-1-1　⾮常⽤発電装置の出⼒の決定に関する説明書 29 46
147 　　　　Ⅵ-1-5-1-2　保安電源設備の健全性に関する説明 29 46
148
149 Ⅵ-2　再処理施設に関する図⾯
150 Ⅵ-2-1　構内配置図
151
152 Ⅵ-2-2　平⾯図及び断⾯図
153 　Ⅳ-2-2-1　使⽤済燃料受⼊れ・貯蔵建屋の平⾯図及び断⾯図
154 ︓
155 Ⅵ-2-3　系統図
156 　Ⅵ-2-3-1　使⽤済燃料の受⼊れ及び貯蔵施設の系統図
157 　Ⅵ-2-3-2　再処理設備本体の系統図
158 ︓
159 Ⅵ-2-4　配置図
160 　Ⅳ-2-4-1　使⽤済燃料受⼊れ・貯蔵建屋の機器配置図
161 ︓
162 Ⅵ-2-5　構造図
163 　Ⅵ-2-5-1　使⽤済燃料の受⼊れ及び貯蔵施設の構造図
164 　Ⅵ-2-5-2　再処理設備本体の構造図
165

３．進め⽅の基本事項
（１）初回の設⼯認申請において⽇本
原燃が提⽰すべき主要な事項
◯設⼯認申請対象施設を明確化するこ
と。その際、事業変更許可申請内容及
び技術基準との関連付け、また、既認可
事項と新規申請事項との区別をするこ
と。

添付書類の各種説明書については、当
該申請回次における申請対象設備の説
明に必要となる部分のみを添付

また、⽕災、溢⽔及び薬品に関する評
価については、全ての評価対象設備を申
請した後に申請する

＜図⾯関係＞
発電炉⼯認の構成を踏まえ、既認可設
⼯認において本⽂の図⾯としていた機器
配置図、構造図等を添付書類（図
⾯）へ移動するが、本⽂から添付書類
への移動については、呼び出し（移動す
る旨を宣⾔）のみで対応したい。

7, 8 34, 36

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）
（項⽬のみ）

添
付
書
類

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

（項⽬のみ）

申請する設備に応じて必要な図
⾯を添付

（2／３）
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添付－１ 

分割申請における基本設計方針の構成について 

1.考え方

設工認申請においては申請対象設備を分割して申請する予定である。このため、設工認申

請書に記載する基本設計方針については以下の方針で申請する。 

① 分割申請における各回次の申請対象設備は、添付書類「設工認申請対象設備の技術基準へ

の適合性に係る整理」にて明確にする。

② 施設共通となる基本設計方針は、第１回申請にて全て申請する。

個別項目に関する基本設計方針については、申請対象設備に対応した申請回次で該当項

目を申請する。

③ 施設共通の基本設計方針は第１回申請にて全て申請するが、後次回申請の対象設備の記

載項目を含む場合があることから、当該申請回次における申請部分に対する基本設計方

針であることが識別できるよう、「（申請範囲に係る部分に限る。）」の記載を本文基本設

計方針の文頭に記載するとともに、当該申請回次の申請対象に関する記載事項を下線＿

により示した基本設計方針を添付書類に示す構成とする。

④ 後次回申請においても、施設共通の基本設計方針は毎回添付し、個別項目は申請対象設

備に対応した該当項目を申請の都度添付する。万が一、後次回申請にて申請／認可済み

の基本設計方針（申請範囲に係る部分）に変更が生じた場合においては、後次回申請の

補正に併せて変更手続きを行うものとする。

＜添付資料＞ 

添付① 本文基本設計方針 記載イメージ 

添付② 添付書類の申請対象記載事項の下線表記イメージ 

以  上 
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別添Ⅰ－１ 基本設計方針 

 （申請範囲に係る部分に限る。） 

添付①(1/2)

本文においては、該当する方針を一式記載す
るが、申請範囲に係る部分に限る旨を明記

本文基本設計方針　記載イメージ
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変更前 変更後 

3.自然現象

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 耐震設計の基本方針 

(1) 安全機能を有する施設は，地震力に十分耐えることができる設計とし，具体的には，地震により発

生するおそれがある安全機能の喪失及びそれに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から，

施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以下「耐震重要度」という。）に応じた地震力

に十分耐えることができるように設計する。 

重大事故に至るおそれがある事故（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故を除く。）若しくは

重大事故（以下「重大事故等」という。）対処施設は，施設の各設備が有する重大事故等時に対処する

ために必要な機能及び設置状態を踏まえて，地震の発生によって生ずるおそれがあるその安全機能の

喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度が特に大きい施設（以下「耐震重要施設」という。）

に属する設計基準事故に対処するための設備が有する機能を代替するもの（以下「常設耐震重要重大

事故等対処設備」という。），常設耐震重要重大事故等対処設備以外の重大事故等対処設備のうち常設

のもの（以下「常設重大事故等対処設備」という。）に耐震設計上の区分を分類し，耐震設計上の分類

に応じて適用する地震力に十分耐えることができるように設計する。 

(2) Ｓクラスの安全機能を有する施設は，その供用中に大きな影響を及ぼすおそれがある地震動（以下

「基準地震動」という。）による地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがないように設計

する。また，Ｓクラスの安全機能を有する施設は，弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力の

いずれか大きい方の地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えるように設計する。 

(3) Ｂクラス及びＣクラスの安全機能を有する施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる

範囲で耐えるように設計する。また，Ｂクラスの安全機能を有する施設のうち，共振のおそれのある

施設については，その影響についての検討を行う。その場合，検討に用いる地震動は，弾性設計用地

震動に２分の１を乗じたものとする。 

(4) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，基準地震動による地震力に

対して重大事故等に対処するために必要な機能がそこなわれるおそれがないように設計する。 

(5) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設

は，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に適用される地震力に十分耐え

ることができるように設計する。 

 また，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備は，安全機能を有する施設の

耐震設計における耐震重要度の分類方針に基づき，重大事故等対処時の使用条件を踏まえて，当該設

備の機能喪失により放射線による公衆への影響の程度に応じて分類し，その地震力に対し十分に耐え

ることができるように設計する。 

3.自然現象

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 耐震設計の基本方針 

(1) 安全機能を有する施設は，地震力に十分耐えることができる設計とし，具体的には，地震により発

生するおそれがある安全機能の喪失及びそれに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から，

施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以下「耐震重要度」という。）に応じた地震力

に十分耐えることができるように設計する。 

重大事故に至るおそれがある事故（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故を除く。）若しくは

重大事故（以下「重大事故等」という。）対処施設は，施設の各設備が有する重大事故等時に対処する

ために必要な機能及び設置状態を踏まえて，地震の発生によって生ずるおそれがあるその安全機能の

喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度が特に大きい施設（以下「耐震重要施設」という。）

に属する設計基準事故に対処するための設備が有する機能を代替するもの（以下「常設耐震重要重大

事故等対処設備」という。），常設耐震重要重大事故等対処設備以外の重大事故等対処設備のうち常設

のもの（以下「常設重大事故等対処設備」という。）に耐震設計上の区分を分類し，耐震設計上の分類

に応じて適用する地震力に十分耐えることができるように設計する。 

(2) Ｓクラスの安全機能を有する施設は，その供用中に大きな影響を及ぼすおそれがある地震動（以下

「基準地震動」という。）による地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがないように設計

する。また，Ｓクラスの安全機能を有する施設は，弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力の

いずれか大きい方の地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えるように設計する。 

(3) Ｂクラス及びＣクラスの安全機能を有する施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる

範囲で耐えるように設計する。また，Ｂクラスの安全機能を有する施設のうち，共振のおそれのある

施設については，その影響についての検討を行う。その場合，検討に用いる地震動は，弾性設計用地

震動に２分の１を乗じたものとする。 

(4) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，基準地震動による地震力に

対して重大事故等に対処するために必要な機能がそこなわれるおそれがないように設計する。 

(5) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設

は，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に適用される地震力に十分耐え

ることができるように設計する。 

 また，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備は，安全機能を有する施設の

耐震設計における耐震重要度の分類方針に基づき，重大事故等対処時の使用条件を踏まえて，当該設

備の機能喪失により放射線による公衆への影響の程度に応じて分類し，その地震力に対し十分に耐え

ることができるように設計する。 

添付①(2/2)

変更前後の形式にて一式添付
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変更前 変更後 備考 

3.自然現象

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 耐震設計の基本方針 

(1) 安全機能を有する施設は，地震力に十分耐えることができる設計とし，具体的には，

地震により発生するおそれがある安全機能の喪失及びそれに続く放射線による公衆への

影響を防止する観点から，施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以下

「耐震重要度」という。）に応じた地震力に十分耐えることができるように設計する。 

重大事故に至るおそれがある事故（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故を除

く。）若しくは重大事故（以下「重大事故等」という。）対処施設は，施設の各設備が有

する重大事故等時に対処するために必要な機能及び設置状態を踏まえて，地震の発生に

よって生ずるおそれがあるその安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の

程度が特に大きい施設（以下「耐震重要施設」という。）に属する設計基準事故に対処

するための設備が有する機能を代替するもの（以下「常設耐震重要重大事故等対処設

備」という。），常設耐震重要重大事故等対処設備以外の重大事故等対処設備のうち常設

のもの（以下「常設重大事故等対処設備」という。）に耐震設計上の区分を分類し，耐

震設計上の分類に応じて適用する地震力に十分耐えることができるように設計する 

(2) Ｓクラスの安全機能を有する施設は，その供用中に大きな影響を及ぼすおそれがある
地震動（以下「基準地震動」という。）による地震力に対してその安全機能が損なわれる
おそれがないように設計する。また，Ｓクラスの安全機能を有する施設は，弾性設計用
地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対しておおむね弾性
状態に留まる範囲で耐えるように設計する。

(3) Ｂクラス及びＣクラスの安全機能を有する施設は，静的地震力に対しておおむね弾性

状態に留まる範囲で耐えるように設計する。また，Ｂクラスの安全機能を有する施設の

うち，共振のおそれのある施設については，その影響についての検討を行う。その場

合，検討に用いる地震動は，弾性設計用地震動に２分の１を乗じたものとする。

(4) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，基準地震動に

よる地震力に対して重大事故等に対処するために必要な機能がそこなわれるおそれがな

いように設計する。 

(5) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大
事故等対処施設は，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に適用
される地震力に十分耐えることができるように設計する。 
 また，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備は，安全機能を有す
る施設の耐震設計における耐震重要度の分類方針に基づき，重大事故等対処時の使用条件を
踏まえて，当該設備の機能喪失により放射線による公衆への影響の程度に応じて分類し，そ
の地震力に対し十分に耐えることができるように設計する。

3.自然現象

3.1 地震による損傷の防止 

3.1.1 耐震設計の基本方針 

(1) 安全機能を有する施設は，地震力に十分耐えることができる設計とし，具体的には，

地震により発生するおそれがある安全機能の喪失及びそれに続く放射線による公衆への

影響を防止する観点から，施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以下

「耐震重要度」という。）に応じた地震力に十分耐えることができるように設計する。 

重大事故に至るおそれがある事故（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故を除

く。）若しくは重大事故（以下「重大事故等」という。）対処施設は，施設の各設備が有

する重大事故等時に対処するために必要な機能及び設置状態を踏まえて，地震の発生に

よって生ずるおそれがあるその安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の

程度が特に大きい施設（以下「耐震重要施設」という。）に属する設計基準事故に対処

するための設備が有する機能を代替するもの（以下「常設耐震重要重大事故等対処設

備」という。），常設耐震重要重大事故等対処設備以外の重大事故等対処設備のうち常設

のもの（以下「常設重大事故等対処設備」という。）に耐震設計上の区分を分類し，耐

震設計上の分類に応じて適用する地震力に十分耐えることができるように設計する。 

(2) Ｓクラスの安全機能を有する施設は，その供用中に大きな影響を及ぼすおそれがある

地震動（以下「基準地震動」という。）による地震力に対してその安全機能が損なわれ

るおそれがないように設計する。また，Ｓクラスの安全機能を有する施設は，弾性設計

用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対しておおむね弾

性状態に留まる範囲で耐えるように設計する。 

(3) Ｂクラス及びＣクラスの安全機能を有する施設は，静的地震力に対しておおむね弾性

状態に留まる範囲で耐えるように設計する。また，Ｂクラスの安全機能を有する施設の

うち，共振のおそれのある施設については，その影響についての検討を行う。その場

合，検討に用いる地震動は，弾性設計用地震動に２分の１を乗じたものとする。 

(4) 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設は，基準地震動に

よる地震力に対して重大事故等に対処するために必要な機能がそこなわれるおそれがな

いように設計する。 

(5) 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事

故等対処施設は，代替する機能を有する安全機能を有する施設が属する耐震重要度に適

用される地震力に十分耐えることができるように設計する。 

 また，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設備は，安全機能を

有する施設の耐震設計における耐震重要度の分類方針に基づき，重大事故等対処時の使

用条件を踏まえて，当該設備の機能喪失により放射線による公衆への影響の程度に応じ

て分類し，その地震力に対し十分に耐えることができるように設計する。 

添付②

当該申請範囲を
下線にて表記

添付書類の申請対象記載事項の下線表記イメージ

第２章の個別項目
に関しては、備考
欄にて申請対象の
設備名をとの紐づ
けを行う
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記載イメージ 

1 

添付－２ 

今回の⼯事の⼯程は次のとおりである。
第 1 表 ⼯事⼯程表
年度

半期
項⽬

令和２年度 令和 3 年度

上期 下期 上期 下期

廃棄物管理
設備本体

現地⼯事期間

検
査
及
び
使
⽤
前
確
認
可
能
時
期

構造，強度⼜は漏えいに
係る検査をすることがで
きるようになった時

♢

基本設計⽅針検査，機能及
び性能に係る検査ができ
るようになった時

♢

品質マネジメントシステ
ムに係る検査をすること
ができるようになった時

♢

放射性廃棄
物の受⼊施

設

現地⼯事期間

検
査
及
び
使
⽤
前
確
認
可
能
時
期

構造，強度⼜は漏えいに
係る検査をすることがで
きるようになった時

♢

基本設計⽅針検査，機能及
び性能に係る検査ができ
るようになった時

♢

品質マネジメントシステ
ムに係る検査をすること
ができるようになった時

♢
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2020年

せ
ん
断
処
理
施
設

溶
解
施
設

分
離
施
設

精
製
施
設

脱
硝
施
設

酸
及
び
溶
媒
の
回
収
施
設

気
体
廃
棄
物
の
廃
棄
施
設

液
体
廃
棄
物
の
廃
棄
施
設

固
体
廃
棄
物
の
廃
棄
施
設

電
気
設
備

圧
縮
空
気
設
備

給
水
処
理
設
備

冷
却
水
設
備

蒸
気
供
給
設
備

分
析
設
備

化
学
薬
品
貯
蔵
供
給
設
備

火
災
防
護
設
備

竜
巻
防
護
対
策
設
備

溢
水
防
護
設
備

化
学
薬
品
防
護
設
備

補
機
駆
動
用
燃
料
補
給
設
備

放
出
抑
制
設
備

緊
急
時
対
策
所

通
信
連
絡
設
備

下期 上期 下期

第１回申請
　対象：●●

－ － － － － － － － － － － － － － － － ● － － － － － － － － － － － ▽

第２回申請
　対象：●●

● ● ● ● － － － － － ● ● ● － － － － － － － － － － － － － － － － ▽　　

第３回申請
　対象：●●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 　　　▽

第４回申請
　対象：●●

－ － － － － － － － － － － － － － － － － － － － ● － ● ● － － － － ▽

分割申請計画　＜記載イメージ＞

新規性基準へ
の適合

ロ
　
再
処
理
設
備
本
体

ハ
　
製
品
貯
蔵
施
設

ニ
　
計
測
制
御
系
統
施
設

ヘ
　
放
射
線
管
理
施
設

ト
　
そ
の
他
再
処
理
設
備
の
附
属
施
設

ホ
　
放
射
性
廃
棄
物
の
廃
棄
施
設

2021年

申請計画施設区分及び設備区分
イ
　
使
用
済
燃
料
の
受
入
れ
施
設
及
び
貯
蔵
施
設

申請種別 申請回次

添
付

－
３
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設工認申請対象設備の技術基準への適合性に係る整理
＜記載イメージ＞

添付−４

安全機能を有
する施設の地

盤

津波によ
る損傷の
防止

再処理施設
への人の不
法な侵入等
の防止

閉じ込め
の機能

第
四
条
第
１
項

第
四
条
第
２
項

第
四
条
第
３
項

第
五
条

第
六
条
第
１
項

第
六
条
第
２
項

第
六
条
第
３
項

第
七
条

第
八
条
第
１
項

第
八
条
第
２
項

第
八
条
第
３
項

第
九
条

第
十
条

第
十
一
条
第
１
項

第
十
一
条
第
２
項

第
十
一
条
第
３
項

第
十
一
条
第
４
項

第
十
一
条
第
５
項

第
十
一
条
第
６
項

第
十
一
条
第
７
項

第
十
一
条
第
８
項

第
十
一
条
第
９
項

第
十
一
条
第
１
０
項

第
十
一
条
第
１
１
項

第
十
一
条
第
１
２
項

2 再処理設備本体 分離設備 主配管 配管
※１ 分離建屋 一式 確認 安重 － Ｓ － － － － 〇 〇 － － 〇 〇 〇 － － － △ － － － － － － － － －

3 再処理設備本体 分離設備 主配管 配管
※１ 分離建屋 一式 確認 非安重 － Ｂ － － － － △ － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

4
放射性廃棄物の廃
棄施設

分離建屋換気設備 主配管 ダクト
※１ 分離建屋 一式 確認 安重 常設 1.2Ｓｓ － － － － 〇 〇 － － 〇 〇 〇 － － － △ － － － － － － － － －

5
放射性廃棄物の廃
棄施設

分離建屋換気設備 主配管 ダクト
※１ 分離建屋 一式 確認 非安重 － Ｂ － － － － △ － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

6 計測制御系統施設 計測制御設備 計装設備 圧力計
※１ 分離建屋 5 確認 安重 － Ｓ － － － － 〇 〇 － － 〇 〇 〇 － － － △ － － － － － － － － －

7 再処理設備本体 分離設備 容器 ポット
※１ 分離建屋 10 確認 非安重 － Ｂ － － － － △ － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

8
放射性廃棄物の廃
棄施設

塔槽類廃ガス処理
系

主配管
塔槽類廃ガス処理設備から

セルに導出するユニット
※1 分離建屋 一式 新設 － 常設 1.2Ｓｓ － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

核燃料物質の
臨界防止

地震による損
傷の防止

設備区分 機種 機器名称 設置場所 数量 申請回

外部からの衝
撃による損傷

の防止
火災等による損傷の防止

番号 施設区分 変更区分 ＤＢ区分 ＳＡ区分 耐震設計

※１：設計進捗により名称を変更する場合がある。

　＜（１）事業変更許可申請書で固有の機器名称は記載がなく、既認可の設工認から機器名称を変更する必要がある設備（機器、配管、ダクト、計器＞

＜（２）詳細設計中の設備＞

・事業変更許可申請書において、固有の機器名称が記載されていない設備は、当該設備申請前の段階では以下のとおり対応する。

（１）既認可の設⼯認から機器名称を変更または機器名称を新たに設定する設備
① 配管、ダクト、計器については、機器名称の記載⽅針を整理し、当該設備の申請前までに名称を整理する予定である。

このため、当該設備の申請までは、No.2〜6のとおり記載する⽅針とする。
② ポット等については、既認可の設⼯認で機器名称を設定していないものがあることから、当該設備の申請前までに名称を整理予定である。

このため、当該設備の申請までは、No.7のとおり記載する⽅針とする。

（２）詳細設計中の設備
① 重⼤事故等対処設備等については、詳細設計中であることから、当該設備の申請までは、No.8のとおり事業変更許可申請書の記載している

機器名称を記載する。

上記（１）、（２）に該当する設備は注記で明確化する。
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資料 1-２ 

設工認作成要領（仕様表の記載）について 

１．確認事項 

仕様表記載事項については、様式－６,７で整理した機能要求に対して、機能要求に応じ

た仕様の記載の要否を機種ごとに検討して記載内容を決定する方針としている。 

この考え方について、問題がないかご確認いただきたい。 

また、既設工認で記載した特記事項については、基本設計方針の記載事項を踏まえ、記載

内容に変更がない場合は、特記事項の記載は残すこととしたいが良いか。 

２．仕様表記載項目としての抽出手順（添付－１参照） 

①．様式－７の整理において、基本設計方針として記載する個々の事項に対し、要求事

項が「定義」／「冒頭宣言」／「設置要求」／「機能要求」／「評価要求」／「運用

要求」のいずれの要求種別に該当するかを整理する。 

②．①．で整理した要求種別が基本設計方針で表す事項か添付書類にて記載する事項か

を様式－６で整理する。 

③．①．及び②．にて抽出した設計条件となる項目について、類似機器における記載程

度を整理するため、仕様表展開表として設備分類・機種区分単位で仕様表記載項目

を抽出し、整理する。 

④．①．～③．にて整理した事項をまとめ、様式－８の設工認設計結果を整理する。

３．今後の調整 

なお、仕様表記載事項については整理を行っている状況であり、仕様表記載項目として迷

う項目・調整したいと考える項目については、適宜、面談にて確認させていただく。 
添付書類 

添付－１ 様式－６、７、８と仕様表記載項目の関係 

添付－２ 仕様表記載例（建物・構築物，容器，冷却塔） 

1

【公開版】

2020年11月20日
日本原燃株式会社
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様式６、７、８と仕様表記載項目の関係 添付－１

様式６様式７

基本設計方針

添付書類

基本設計方針（案）

機能要求①

機能要求②

様式８（上覧）

様式－８作成要領（抜粋）

仕様表記載事項展開表（案）

要求種別は様式－８作成要領

に基づいて決定する

様式－６、７で作成した基本設計方針

の要求種別を様式－８にて整理し、

仕様表に記載すべき機能・性能を抽出

する

また、事業変更許可申請書にて記載し

ている仕様情報についても抽出する

抽出後、仕様表記載事項展開表（案）を

作成し、機種（機器）ごとに仕様表に記

載すべき項目を取り纏める

（1/1） 212



仕様表の記載項目（機種区分：建物・構築物（燃料加工建屋）） 

既認可の仕様表 仕様表案 様式－６，７等による要求事項の整理 

名 称 燃 料 加 工 建 屋 

設

計

条

件

耐 震 ク ラ ス B 

放 射 線 防 護 

(しゃへい) 

しゃへい設計の基準となる線量率を満足す

るものとする。 

航 空 機 に 対 す る 防 護 
航空機の衝突に対し，安全確保上支障がない

ように設計するものとする。 

支 持 地 盤 の 許 容 支 持 力 度 
長期：○MPa 

短期：○MPa 

設

計

仕

様

主 要 構 造
鉄筋コンクリート造 

主 要 寸 法

南北方向：○m(外壁外面寸法) 

東西方向：○m(外壁外面寸法) 

階 数：地上2階，地下3階(一部中2階) 

高 さ：地上○m 

壁 厚 等：第1.-3表に示す。 

主 要 材 料

鉄筋：JIS ○○○(鉄筋コンクリート用棒鋼)に

定める○及び○ 

コンクリート：○○○の規定による普通コンク

リート設計基準強度 Fc=○N/mm2

密度 ○3kg/m3以上 

添 付 図

( 平 面 図 及 び 断 面 図 ) 

第1.1-1図～第1.1-9図に示す。 

特 記 事 項

① 管理区域内の汚染のおそれのある部屋の床

及び人が触れるおそれのある壁の表面は，除

染が容易で腐食し難い材料で仕上げる設計と

する。 

(汚染防止に係る措置の範囲を第1.-2表に

示す。) 

② 「建築基準法」の耐火建築物とする。

③ 原料受払室，粉末調整第1室等の部屋で構

成する区域の境界の構築物を安全上重要な

施設とする。(安全上重要な施設である構築

物の範囲を第1.-2表に示す。)  

④ 臨界安全上必要がある場合には，中性子相

互干渉を考慮する貯蔵施設等の周囲に○cm以

上のコンクリートを配置し，核的に隔離する

設計とする。

*1：記載の適正化。既設工認には「主要構造」と記載。

*2：記載の適正化。既設工認には「主要材料」と記載。

*3：公称値を示す。

 
 
 

変 更 前 変 更 後 

名 称 － 燃 料 加 工 建 屋 

変更なし 

種 類 （ 主 要 構 造 ） ＊ 1 － 鉄筋コンクリート造 

主

要

寸

法 

外壁外面寸法 

(南北方向) 
m ○○○*3

外壁外面寸法 

(東西方向) 
m ○○○*3

高 さ m ○○○*3 ○○○*3

階 数 － 地上2階，地下3階(一部中2階) 変更なし 

壁 厚 さ m 第1.-3表に示す。 第1.-3表に示す。 

材 料*2 －

鉄筋：JIS ○○○(鉄筋コンクリート用

棒鋼)に定める○及び○ 

コンクリート：○○○の規定による普

通コンクリート設計基

準強度 Fc=○N/mm2

密度 ○3kg/m3以上 

変更なし 

個数 － １ 

特記事項 － 

① 管理区域内の汚染のおそれのある

部屋の床及び人が触れるおそれのあ

る壁の表面は，除染が容易で腐食し

難い材料で仕上げる設計とする。 

(汚染防止に係る措置の範囲を第

1.-2表に示す。) 

②「建築基準法」の耐火建築物とする。 

③ 原料受払室，粉末調整第1室等の

部屋で構成する区域の境界の構築

物を安全上重要な施設の工程室と

する。(安全上重要な施設の工程室

である構築物の範囲を第1.-2表に

示す。) 

④ 臨界安全上必要がある場合には，

中性子相互干渉を考慮する貯蔵施設

等の周囲に○cm以上のコンクリート

を配置し，核的に隔離する設計とす

る。 

【様式-6,7 の整理により機能要求②としたもの】 

技術基

準 

機能要求② 主な仕様 

（詳細設計） 様式-6 様式-7 

第四条 

核燃料

物質の

臨界防

止 

複数ユニットの

臨界安全 

【手段：設備】 

ｂ．複数ユニットの設定 

単一ユニット相互間は，十分な厚

さのコンクリート等の設置又は単

一ユニット相互間の距離を確保す

ることにより，核的に安全な配置 

中性子相互干渉を

考慮する貯蔵施設

等の周囲に○cm

以上のコンクリー

トを配置

第六条

地震に

よる損

傷の防

止 

安全機能を有す

る施設の耐震設

計 

【手段：評価】 

(１)耐震重要度に応じた地震力に

十分耐えることができる設計

主要寸法(壁厚さ) 

材料 

基準地震動に対

する耐震重要施

設の耐震設計 

【手段：評価】 

(２)基準地震動による地震力に対

してその安全機能が損なわれるお

それがない設計

第八条 

外部か

らの衝

撃によ

る損傷

の防止 

竜巻防護に関す

る設計 

【手段：設備】 

・設計荷重（竜巻）に対して機械

的強度を有する設計

主要寸法(壁厚さ) 

材料 

火山防護に関す

る設計 

【手段：設備】 

・設計荷重（火山）に対して安全

余裕を有する設計

航空機防護の方

法について 

【手段：設備】 

建物の外壁及び屋根により建物全

体を適切に保護 

主要寸法(壁厚さ) 

材料 

外部からの衝撃

による損傷の防

止(その他) 

【手段：設備】 

機械的強度を有する設計 

主要寸法(壁厚さ) 

材料 

第二十

二条 

遮蔽 

直接線、スカイ

シャイン線に対

する設計方針

【手段：設備】 

遮蔽体の設置 

主要寸法(壁厚さ) 

材料 

基準線量率に対

する設計方針 

【手段：設備】 

遮蔽体の設置 

主要寸法(壁厚さ) 

材料 

第三十

条 

重大事

故等対

処設備 

地震を要因とす

る重大事故等に

対する施設の耐

震設計の基本方

針 

【手段：設備】 

基準地震動を 1.2 倍した地震力に

対して，必要な機能が損なわれな

い設計 

主要寸法(壁厚さ) 

材料 

添付－２ 
（１／３） 

（注）加工施設においては、事業許可との整合性及び

様式-6,7 を踏まえ、既認可の仕様表に追加が必要な情

報を仕様表に追加する。 
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第 1.-2 表 燃料加工建屋と貯蔵容器搬送用洞道の汚染防止に係る措置の範囲， 

安全上重要な施設である構築物の範囲及びしゃへい設計の基準となる線量率 

階
数

部屋
番号

部屋名称
汚染防⽌

に 
係る措置 

安全上重
要な施設
である構

築物

しゃへい
設計の基
準となる
線量率 

(μSv/h) 

地

下

3

階

101 原料受払室前室 ○ ○ ○

102 原料受払室 ○ ○ ○

103 貯蔵容器⼀時保管室 ○ − ○

104 貯蔵容器受⼊第2室 ○ − ○

105 北第1制御盤室 ○ − ○

106 北エレベータ ○ − ○

… … … … … …

第 1.-3 表 燃料加工建屋の壁厚等の主要寸法及び材料 

添付図 主要寸法(m) 材料 

第1.1-1図 

<1> ○○ 普通コンクリート 

<2> ○○ 普通コンクリート 

<3> ○○ 普通コンクリート 

<4> ○○ 普通コンクリート 

<5> ○○ 普通コンクリート 

<6> ○○ 普通コンクリート 

<7> ○○ 普通コンクリート 

<8> ○○ 普通コンクリート 

… … … 

第 1.-2 表 燃料加工建屋と貯蔵容器搬送用洞道の汚染防止に係る措置の範囲， 

安全上重要な施設である構築物の範囲及びしゃへい設計の基準となる線量率 

変更前 変更後 

階
数

部
屋
番
号

部屋名称

汚染防
⽌に 

係る措
置 

安全上
重要な
施設で
ある構
築物

しゃへ
い設計
の基準
となる
線量率 

(μ
Sv/h) 

部屋
番号

部屋
名称

汚染防
⽌に 

係る措
置 

安全上
重要な
施設で
ある構
築物

しゃへ
い設計
の基準
となる
線量率 

(μ
Sv/h) 

地

下

3

階

101 原料受払室前室 ○ ○ ○

変更なし 

102 原料受払室 ○ ○ ○

103 貯蔵容器⼀時保管室 ○ − ○

104 貯蔵容器受⼊第2室 ○ − ○

105 北第1制御盤室 ○ − ○

106 北エレベータ ○ − ○

… … … … … … …

第 1.-3 表 燃料加工建屋の壁厚等の主要寸法及び材料 

変更前 変更後 

添付図 主要寸法(m)*1 材料 主要寸法(m) *1 材料

添付書類 

Ⅸ-2 添付図

第〇図 

<1> ○○ 普通コンクリート 

変更なし 

<2> ○○ 普通コンクリート 

<3> ○○ 普通コンクリート 

<4> ○○ 普通コンクリート 

<5> ○○ 普通コンクリート 

<6> ○○ 普通コンクリート 

<7> ○○ 普通コンクリート 

<8> ○○ 普通コンクリート 

… … … … … 

*1：公称値を示す。

第〇表 燃料加工建屋の工程室 

変更前 変更後 

部屋番号 名称 寸法 部屋番号 名称 寸法 

108 
粉末調整第 1

室 

○○L×○○W

×○○H
108 

粉末調整第 1

室 

○○L×○○W

×○○H

115 
粉末調整第 2

室 

○○L×○○W

×○○H
115 

粉末調整第 2

室 

○○L×○○W

×○○H

… … … … … … 
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仕様表の記載項目（機種区分：容器（コールドトラップ）） 

既認可の仕様表 仕様表（案） 様式－６，７等による要求事項の整理 

名称 2 号製品コールドトラップ 

設置場所 2号発回均質室 

台数 4基 

技
術
基
準
へ
の
適
合

臨界 
・核的制限値：濃縮度○%以下 

  ：減速度H/U-235 ○○以下 
・他の臨界管理を必要とするユニットとの相互間隔：○○cm以上 

地盤 － 

地震 

耐震重要度分類：第1類 
（設計基準を超える条件に対する設計上の考慮として、応力の高くなる部位に対して1 Gの地震力で応力評
価を行う。） 
【基礎ボルト】 
・材質：炭素鋼（○○○）、呼び径：M○、本数：○本 

支持する建物：2号発回均質棟（耐震重要度分類：第1類） 

津波 － 

外部衝撃 
敷地及び敷地周辺の状況から想定される自然現象及び人為事象により安全機能が損なわれないよう建物（2
号発回均質棟）に収納する設計とする。また、機器については、設計上想定する竜巻の最大風速に対する設
備又は運用による竜巻防護対策として、容易に飛散しないよう基礎ボルト等により固定する設計とする。 

不法侵入 － 

閉じ込め 
・「材料及び構造」に示す漏えいのない構造とし、閉じ込めの機能を確保する設計とする。 
・圧力及び温度を管理するとともに、インターロックを設け、漏えいの発生を防止する設計とする。 

火災 主要な構造材は不燃性の材料を使用する。

溢水 － 

避難通路 －

安全機能 

・通常時及び設計基準事故時に想定される全ての環境条件において、その安全機能を発揮することができる
ように設計する。 

・安全機能を維持するための検査及び試験、安全機能を健全に維持するための保守及び修理ができるように
設計する。 

材料構造 

・設計圧力：○○hPa 
・設計温度：○○℃～○○℃ 
・主要な構造材として、UF6等に対する耐食性を有する材料（ステンレス鋼（○○○））を使用する。 
・溶接、耐UF6用ガスケット使用のミゾ型フランジ継手等により漏えいのない構造とし、外圧に対する耐圧
強度として内径○○○mm以下、肉厚○mm以上を確保する設計とする。 

搬送設備 － 

貯蔵施設 － 

警報設備等 

・コールドトラップ内の圧力又は温度が異常に上昇した場合に、大気圧を超えない範囲又は管理温度を超え
ない範囲で警報を発するとともに、自動的に熱源を切る。 

・第1類に求められる地震力を超えない程度の地震加速度を地震計により検知し、制限値を超えた場合に警
報を発するとともに、自動的に加熱を停止する。 

・ガス移送配管の圧力が上昇した場合に、大気圧を超えない範囲で警報を発するとともに、自動的にコール
ドトラップの移送停止及び回収側の槽の回収を停止する。 

放射線管理 － 

廃棄施設 － 

汚染防止 － 

遮蔽 
線源強度を計算する際の評価対象とし、通常時において直接線及びスカイシャイン線による工場等周辺の線
量が線量限度を十分下回る設計とする。 

換気 － 

非常用電源 － 
通信連絡 － 

その他事業許可
で求める仕様 

コールドトラップと近接して設置している冷凍機は、可燃性の機械油を内包するため、コールドトラップが
直接火炎の影響を受けないようにコールドトラップと冷凍機の間に耐火性を有する防護板を設置する。 

変更前 変更後 

名称*1 － 2 号製品コールドトラップ 

変更なし 

種類*2 －
・○型○○式

・加熱方式：○○○

設
計
条
件

流体等の種類*3 － 固体 UF6、気体 UF6 

設計圧力 hPa ○○ 

設計温度 ℃ ○○℃～○○℃

臨

界

管

理 

核的制

限値 

濃縮度 % ○以下

減速度 
H/U-
235 ○○以下

形状寸

法管理 

他ユニット

との相互間

隔 

cm 
○○以上

仕
様

主要寸法 

内径 mm ○○○以下（○○○*5）

全長 mm ○○○

肉厚 mm ○以上（○*5）

主要材料 胴本体 － ステンレス鋼（○○○）

個数*4 － 4

設置場所 － 2 号発回均質室 

*1：記載の適正化。既設工認には「設備・機器名称」と記載。
*2：記載の適正化。既設工認には「型式」と記載。
*3：記載の適正化。既設工認には「核燃料物質の状態」と記載。
*4：記載の適正化。既設工認には「台数」と記載。
*5：公称値を示す。

【様式-6,7 等の整理により機能要求②としたもの】 

技術基準 
機能要求② 主な仕様 

（詳細設計） 様式-6 様式-7 

第四条 
核燃料物
質の臨界
防止 

単一ユニッ
トの臨界防
止
(核的制限値
の設定等)

【評価結果】②⑤ 
・核的制限値の設定

核的制限値の設定 
（濃縮度：○%以下） 
（減速度：H/U-235 ○
○） 

複数ユニッ
トの臨界防
止
(核的に安全
な配置の設
定等)

【手段：設備】④ 
・ユニット相互間の距
離の実効増倍率が 0.95
以下となる配置

複数ユニットの核的に安
全な配置（他ユニットと
の相互間隔：○○cm 以
上） 

第十五条 
材料及び
構造 

設計条件に
おける座屈 

【手段：設備】③ 
・容器等は、設計上定
める条件において、座
屈が生じない設計

使用条件に対する材料強
度確保（耐圧強度（耐食
性含む）） 
設計圧力：○○hPa
設計温度：○○℃～○
○℃ 
内径：○○○mm 以下 
肉厚：○mm 以上 
主要材料：ステンレス鋼
（○○○）

 

（注）耐震については、発電炉に
合わせ仕様表ではなく、主要設備
リストに耐震クラスを記載する。

本機器については、上記により既認

可から追加要求事項等がないこと

を確認 

既認可を転記 

既認可を転記 

添付－２ 
（２／３） 
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仕様表の記載項目（機種区分：熱交換器（冷却塔）） 

既認可の仕様表 仕様表案 様式－６，７等による要求事項の整理 

名称 
－ 

安全冷却水 A，B冷却塔 

（機器番号） 

種類 － 〇〇 

設
計
条
件

機器の種類 － 〇〇 

耐震クラス － 〇〇 

航空機に対する防護 
－ 

航空機の衝突に対し，～

～分離配置する。 

流体の種類 － 〇〇 

冷
却
塔

容量（設計熱交換量） MW/個 〇〇 

最高使用圧力 MPa 〇〇 

最高使用温度 ℃ 〇〇 

伝熱面積（フィン外表面） m２/個 〇〇 

仕
様

主要寸法 

全長 mm 〇〇 

全幅 mm 〇〇 

全高 mm 〇〇 

主要材料 
伝熱管（内管） － 〇〇 

ヘッダー － 〇〇 

個数 － 〇〇 

特記事項 〇〇 

注記：１） 公称値を示す。 

変更前 変更後 

名称 － 
安全冷却水A,B

冷却塔 

種類 － 〇〇 

設

計

条

件 

流体の種類 － 〇〇 

冷

却

塔 

容量（設計熱交換量） MW／個 〇〇１）

最高使用圧力 MPa 〇〇 

最高使用温度 ℃ 〇〇 

伝熱面積 

（フィン外表面）
m2／個 〇〇１）

仕

様 

主要 

寸法 

全長 ㎜ 〇〇１）

全幅 ㎜ 〇〇１）

全高 ㎜ 〇〇１）

主要 

材料 

伝熱管（内管） － 〇〇 

ヘッダー － 〇〇 

耐火塗料 － ○○ 

個数 － 〇〇 

取

付

箇

所 

系統名（ライン名） －

－ 

設置床 －

溢水防護上 

の区画番号 
－

溢水防護上の 

配慮が必要な高さ 
－

【様式-6,7 の整理により機能要求②としたもの】 

技術基準 
機能要求② 主な仕様 

（詳細設計） 様式-6 様式-7 

第八条 
外部から
の衝撃に
よる破損
防止（航
空機落
下） 

航空機墜落
火災発生時
の機能喪失
防止 

【手段：評価】 
・航空機墜落火災発生
時においても機能喪失
しないために耐火塗料
を塗布。

航空機墜落火災に対する
防護 
主要材料： 
耐火塗料：○○ 

第十二条 
溢水防護 

没水に対す
る機器の健
全性の確保 

【手段：評価】 
・没水の影響により、防
護すべき設備が機能を
喪失しないための設計 

溢水に対する考慮 
取付箇所（系統名（ライン
名）、設置床、溢水防護上
の区画番号、溢水防護上
の配慮が必要な高さ） 

第十五条 
材料及び
構造 

設計条件に
おける座屈 

【手段：設備】 
・設計上定める条件に
おいて、座屈が生じな
い設計

使用条件に対する材料強
度確保（耐圧強度（耐食
性含む）） 
全長：○○mm 
全幅：○○mm 
全高：○○mm 
主要材料： 
伝熱管（内菅）：○○ 
ヘッダー：○○ 

適切な耐圧
試験又は漏
えい試験 

【手段：試験】 
・適切な耐圧試験又は
漏えい試験を行ったと
き、これに耐え、か
つ、著しい漏えいがな
い設計

使用条件に対する設計 
最高使用圧力：○○MPa
最高使用温度：○○℃ 

第十九条 
使用済燃
料貯蔵 

使用済燃料
の崩壊熱除
去機能 

【手段：設備】 
・1系列運転でも燃料
貯蔵プール水温を 65℃
以下に保ち、2系列運
転の場合は燃料貯蔵プ
ールの水温を 50℃以下
に維持する設計

安全冷却水系冷却塔の冷
却能力 
容量（設計熱交換量）：
○MW／個
伝熱面積：○m２／個

（注）
・機器の種類及び耐震クラスについては、対象設備リストに
記載する。
・当該設備においては、既認可で⽰した航空機に対する防護
の設計は、分離配置で担保するものであるため、基本設計⽅
針に記載する。

当該機種区分については、上記

により外部衝撃／溢水防護に係

る要求事項が追加となることか

ら、仕様表記載項目に追加 

添付－２ 
（３／３） 
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